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第５章

人文社会科学系大卒者の失業問題

イミヤ・カマラ・リヤナゲ

はじめに

教育は国の全般的発展度を評価する主要な指標である。高等教育機関は，

知識を深め，守り，交換し，調査・研究を行い，社会経済問題を解決して

近代化を支援し，研究者や専門家を育成し，創造的思考を深め，学生の知

力を高める場だと考えられている（Hommadi１９８９）。国を問わず，一般に学

生は最も重要な人的資本のひとつとみなされている。大卒者はその知識や

知的訓練の成果をもって国の社会経済的・政治的発展にさまざまなかたち

で寄与するし，社会もそれを期待している。スリランカでも高等教育に進

む者が多く，多くの親が子どもに高等教育を受けさせるが，それは何より

も中レベル以上の雇用の獲得を期待しているからである（Perera２００８）。

スリランカでは１９４４年に無償教育政策が施行された結果，識字率が高く

（男性９３．２％，女性９０．８％），誰もが初等教育を受けられ，小学校の就学率が

高く，教育における男女平等が実現している（Warnapala２００９a）。大卒者数

も徐々に増えており，大学生に占める女性の割合は驚くほど増加している

（２０１２年度は全学部で６２．１％，人文系（１）で７９．８％）（UGC２０１２）。一般に労働市

場では，学歴が高いほど就職できる可能性が高い。スリランカではかつて，

人文系大卒者は公共部門で職を得ていたが，今はそれほどでもない。彼ら

を労働市場に吸収できなくなっているからだ。国が人文系大卒者をその発
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展過程に吸収できないのは，主として人文系の教育プログラムが適切でな

く，質が低いからだとスリランカ社会では考えられている。人文系の学歴

のある学生に対する労働需要は比較的低いが，この分野の入学者数は依然

多い。若年失業はおもに経済問題だと考えられてきたが，その影響に関し

ていえば社会・政治問題である（Hallen１９６７； Parvathamma１９８４）。

スリランカの大卒者失業問題をめぐる議論のおもな論点は次の３つであ

る。（１）労働需給のミスマッチ，（２）大卒者の期待と得られる雇用のミスマッ

チ，（３）年々増加する大卒者を吸収できるだけの雇用を労働市場が創出でき

ないこと。他分野の大卒者の失業率は比較的低いのに対し，人文系大卒者

はふつう適職がみつかるまで数年待たなければならない。人文系大卒者の

失業は，偶然の要因が複雑に絡み合った結果だと考えられる。にもかかわ

らずスリランカでは，人文系大卒者の失業問題に関する科学的研究はこれ

までなされていない。

スリランカは近年，労働力率の上昇と失業率の低下に伴って高い成長率

を実現してきた（２００３～２０１２年の平均成長率６．５％）。人口動態をみると生産年

齢人口が多く，従属人口指数は１９９１年から下がり始め，この傾向は２０１７年末

まで続くと予想される。とはいえ，２０２６年以後は労働力人口が減少に転じ

る見込みである（Chowdhury２０１３）。労働力人口が減少し，高齢者が増加す

るとなると，生産年齢人口，なかでもエンプロイアビリティ（雇用適性）が

比較的低く失業率が高い若年者，大卒者，女性の労働力率を引き上げなけ

れば持続可能な発展を実現できない。いずれの国であれ，最も高学歴の若

年層を疎外したり，発展プロセスへの積極的な参加を排除したりすれば，

発展目標を達成できない。スリランカは経済発展の移行段階にあり，農業

部門が縮小し，サービス部門が拡大しているが，このプロセスを促進する

には，人文系大卒者の雇用適性が低い実質的要因を明確にし，彼らの雇用

適性を高め発展プロセスに参加させる政策をとる必要がある。

こうした状況をふまえて本章では，スリランカの高等教育制度について

説明し，公式統計から高等教育を受けた学卒者が深刻な失業問題に面して

いることを明らかにし，これまでどのような解釈がなされてきたかについ

て説明する。つぎにスリランカの人文系大卒者の雇用適性が低い根本的原
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因をインタビューやアンケートから分析する。

第１節 スリランカの高等教育

スリランカの現在の教育制度は初等教育，前期中等教育，後期中等教育，

高等教育で構成される。初等教育は５年，中等教育は前期・後期合わせて

８年である。後期中等教育または１３年生を修了し，一般教育資格 GCE／A

レベル試験（２）に合格すると，高等教育を受けられる。大学の学位は履修する

コースによって３～５年で取得できる。

スリランカは識字率が高い国（２０１２年９５．６％）（Central Bank２０１４）として

知られているが，識字率をみただけでは教育制度の欠陥がみえてこない。

全人口のうち中等教育を修了した者は３９．６％で最も高い割合である。GCE／

Oレベル試験に合格した者は１８．８％，GCE／A レベル試験に合格した者は

９．４％である。５歳以上の生徒・学生のうち，学位を取得する者は１．２％に

すぎない（表５―１）。

スリランカには国立大学が１５校あり，学士課程に毎年約２万８０００人が入

学する。国立大学の学生総数は約７万５０００人（２０１２年７万３２９５人）で，毎年

１万３０００～１万５０００人が卒業する（表５―２）。そのほかに議会法に基づいて設

最終学歴
２０００ ２０１２

全体 男性 女性 全体

就学せず ８．７ ５．０ １２．２ ７．１

初等教育 ２６．３ ２６．９ ２５．８ ２３．９

中等教育 ３７．２ ３９．３ ３５．３ ３９．６

GCE／Oレベル合格 １７．５ １８．２ １６．９ １８．８

GCE／A レベル合格 ７．９ ７．９ ７．９ ９．４

大学卒以上 ２．３ ２．７ ２．０ １．２

表５―１ 国民の最終学歴（２０００年，２０１２年）
（単位：％）

（出所） スリランカ統計局（http://www.statistics.gov.lk/education/
school_university.pdf ２０１４年１０月７日閲覧）。
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立された大学の分校が３校，大学助成委員会（University Grant Commission：

UGC）が認可した私立大学３校（おもに学士課程），大学院を含む高等教育機

関が１８校ある。スリランカ投資庁の認可を得て外国大学の分校が設立され

ているが，その数や学生数に関する公式統計はない。

国立大学の学士課程は無償であるが，競争が激しく，入学者は限られる。

入学者は学区割当て制に従い，各自が GCE／Aレベル試験で得た平均Ｚ得

点（３）の順位に基づいて選抜される。したがって，各学区の成績優秀者しか大

学に入れない。たとえば２０１１年は，GCE／A レベル試験を受けた２３万９７７５

人のうち１４万１４１１人（５８．９％）が大学入学資格あり（主要３科目がいずれも

「Ｓ」以上（４））と判定された（表５―３）。しかし，実際に国立大学に入学でき

たのは２万２０１６人にすぎず，これは有入学資格学生の１５．５％，GCE／A

レベル試験受験者の９．２％にとどまる。２０１２年には２万８９０８人が大学に入学

したが，そのうち１９６４人は新旧カリキュラムの並存による特別枠での入学

となった。これは最高裁判所の裁定による。この年の大学入学者は例年に

比べて多く，有資格者の１９．９％，GCE／Aレベル試験受験者の１２．４％であっ

た（表５―３）。

２０１１年度入学者を専攻分野別にみると人文と法科（５）が最も多く（３５．６％），

商業・経営・会計が約１９．８％，生物科学（医学，歯学，獣医学など）が約

２５．１％，物理科学（工学，建築，設計など）が約１９．３％であった。そのほか

数学，コンピュータサイエンス，経営学などを組み合わせた新分野が０．２％

であった（表５―４）。２０１２年度の全学生に占める女性の割合は６２．１％，人文に

限ると７９．８％であった。

大学入学資格はあるものの国立大学に入学できない者が高等教育を受け

るには，ほかの手段を探さざるを得ない。学外学位プログラム（６）の人文系を

受講する者が多いが，情報技術やコンピュータサイエンスなど専門的な学

外学位プログラムを選択する者も少数ながらいる。海外の大学に行く者，

オープン・ユニバーシティや民間教育機関でおもに技術，医学，経営，会

計分野の学位や卒業証書を取得しようとする者もいる。

オープン・ユニバーシティ・オブ・スリランカは遠隔教育やオープン・

ラーニングの手法を用い，８地域センターのネットワークで高等教育プロ
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２００２ ２００４ ２００６ ２００８ ２０１０ ２０１１ ２０１２

大学（数） １３ １３ １５ １５ １５ １５ １５

学生総数（人） ４８，６６６ ６４，８０１ ６５，２０６ ６６，８９１ ７３，３９８ ７７，６５７ ７３，２９５＊

入学者（人） １２，１４４ １３，３９６ １６，５８５ ２０，８４６ ２１，５４７ ２２，０１６ ２８，９０８

教員（人） ３，３９０ ３，７２５ ４，０１６ ４，４５２ ４，９１８ ５，０６４ ５，１７６

卒業者（人） ９，０２７ １０，５２５ １１，７１３ １２，９５８ １２，３４６ １５，５５８ ７，９０９＊

経費の対GDP比（％） ２．３５ ２．０３ ２．６７ ２．２７ １．８６ １．６０ １．６０

２０１０ ２０１１ ２０１２

GCE／Oレベル試験受験者数 ４３３，６７３ ４４３，２９８ ４５１，０３９

合格率（％） ５７．６ ５６．５ ６０．８

GCE／A レベル試験受験者数 ２３３，３５４ ２３９，７７５ ２３３，６３４

大学入学資格者数 １４２，４１５ １４１，４１１ １４４，７４５

合格率（％） ６１．３ ５８．９９ ６１．９５

大学入学者数 ２１，５４７ ２２，０１６ ２８，９０８

（有資格者に占める割合） １５．１０％ １５．５０％ １９．９０％

Sep‐０８ Oct‐０９ Nov‐１０ Dec‐１１

専攻分野 入学者数 （％） 入学者数 （％） 入学者数 （％） 入学者数 （％）

人文 ６，６９３ （３２．１） ６，８４１ （３１．８） ７，０６４ （３２．１） １０，２９７ （３５．６）

商業経営学 ４，３３７ （２０．８） ４，５８３ （２１．３） ４，８７６ （２２．２） ５，７４２ （１９．８）

物理科学 ４，４９３ （２１．６） ４，４６７ （２０．７） ４，４５５ （２０．２） ５，５８１ （１９．３）

生物科学 ５，３２３ （２５．５） ５，６５６ （２６．２） ５，６２１ （２５．５） ７，２４４ （２５．１）

その他＊ － （ －） － （ －） － （ －） ４４ （０．２）

合 計 ２０，８４６（１００．０）２１，５４７（１００．０）２２，０１６（１００．０）２８，９０８（１００．０）

表５―２ 高等教育機関と学生数（２００２～２０１２年）

（出所） Central Bank of Sri Lanka（２０１３）（２００２～２００８年分），University Grants Commission
（２０１３）（２０１０～２０１２年分）。

（注） ＊２０１２年に卒業者が減少したのは，一部の大学や学部で教職員のストライキがあり，試験
が実施できなかったことによる。

表５―３ GCE／Oレベル試験・GCE／Aレベル試験受験者と大学入学者
（２０１０～２０１２年）

（出所） http://www.statistics.gov.lk/education/school_university.pdf（２０１４
年１０月７日閲覧）。

表５―４ 専攻分野別入学者（２００８～２０１１年）

（出所） University Grants Commission, Sri Lanka University Statistics,２０１２.
（注） ＊社会科学と一部の自然科学を組み合わせた新分野が２０１１年に設けられた。
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グラムを提供している。２０１２年の登録者総数は３万５６６５人（女性２万６９４人）

で，新規登録者は１万１６１人（女性６１７４人），そのうち人文系が３３．３％を占め

た（UGC２０１３）。学外学位プログラムやオープン・ユニバーシティの学生に

付与される学位は，大学助成委員会の権限で付与される国立大学の学位と

同等のものである。

これに加えて１４の国立大学が学外学位向けカリキュラムを作成し，試験

を実施しているが，優秀な卒業生を生み出すシステムになっていない。２０１２

年の学外学生数は合わせて２８万９２３４人（女性２０万１６６３人）で，新規登録者は

２万４５０人（女性１万５３１０人）であった（UGC２０１３）。もっとも，一部の大学

は登録者数を制限しておらず，手に余る状態になっている（Warnapala２００８）。

大学はGCE／Aレベル試験で全科目（２０００年のカリキュラム改訂までは４科目，

その後は３科目）Ｓ以上の者を学外学生として受け入れている。たとえば２０１２

年度は，学外学生数はスリジャヤワルダナプラ大学が１２万６６２０人（女性８万

５９７１人），ケラニヤ大学が６万２１３５人（女性４万８８５６人），ペラデニヤ大学が

３万６２８１人（女性２万５５１１人）であった。そしてその大半が人文系の学位プ

ログラムをとっている。大学助成委員会の２０１３年の統計によると，学外学

生のうち人文系の割合は，スリジャヤワルダナプラ大学で５２．８％，ケラニ

ヤ大学８７．１％，ペラデニヤ大学９７．６％，ジャフナ大学８２．７％，ルフナ大学と

サバラガムワ大学は１００％，イースタン大学６４．６％，サウスイースタン大学

６５．９％であった。学外学位プログラムは有償で，学生（７）は週末に授業を受け

ている。こうした学外学位プログラムはおおむね営利目的であり，適切な

監督下で運営されていない。受講料はそれほど高くないが，大学側の主た

るねらいは収入を得ることにある。

スリランカ独立後，教育はこのように急速に発展したが，教育の目的は

植民地時代と変わらず，国家が必要とする行政官やホワイトカラーを生み

出すことであった。イギリスから独立後のスリランカでは当然，必要とす

る人材の質に変化が生じたものの，必要な人材という観点からの計画や方

針をもたなかった。そのために大学制度に危機が生じ，その場しのぎの改

革がいろいろと行われたが，危機は悪化している（Warnapala２００９b）。前教

育相によれば，教育の社会的需要モデルを開発志向モデルに変える必要が

196



ある（Warnapala２００９a）。大学教育の質を向上させ，大卒者の雇用適性を高

めるために，近年のカリキュラム改訂，コンピュータサイエンスコースや

人材育成プログラムの導入，進路相談室の設置，履修コースの質を管理す

る認定機関の設置など，さまざまな取り組みが行われてきたが，十分な成

果を上げていない（Dept. of National Planning２００２）。

第２節 教育を受けた若年層の失業

スリランカの失業率は２０１２年第３四半期の４．１％から第４四半期には３．９％

に低下したが，２０１３年第２四半期には再び上昇し，４．４％になった（表５―５）。

失業者を年齢層別にみると，２０～２４歳の割合が高い（表５―６）さらに表５―５に

よれば，中等教育修了者（GCE／Aレベル以上）はそれより低学歴の者（GCE／

Oレベル以下）より失業率が高い。表５―７によると，２０１３年第１四半期の失業

率は４．６％であるが，女性の失業率は男性の２倍に近い。２０～２４歳の失業率

は第１四半期が２０．７％，第２四半期は１９．９％で非常に高い。さらに男女別に

みると，男性１４．７％，女性２７．８％であった。２０～２４歳の失業者は１６万５０００人

あまりで全失業者の４２．０％を占め，全体の失業率より相当に高い。

このように教育を受けた若年層の高失業率がスリランカ政府の重大な政

策課題になっている。表５―５をみると，GCE／Aレベル以上の失業率が最も

高く，２０１３年第１四半期の９．２％から第２四半期には１０．２％に上昇している。

学 歴
２０１３年第１四半期 ２０１３年第２四半期

全体 男性 女性 全体 男性 女性

全 体 ４．６ ３．３ ７．０ ４．４ ３．１ ６．９

GCE／Oレベルに達せず ２．９ ２．２ ４．４ ２．６ ２．２ ３．７

GCE／Oレベル ６．０ ５．４ ７．０ ５．４ ３．９ ８．３

GCE／A レベル以上 ９．２ ６．１ １２．５ １０．２ ６．８ １４．０

表５―５ 学歴別失業率（２０１３年第１・第２四半期）
（単位：％）

（出所） Dept. of Census and Statistics, 2013 First and Second Quarters.
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女性の失業率は学歴にかかわらず男性より高い。就学したことがないか初

等教育を中退した女性の労働力率（前者４７％，後者４２％）は中等教育に進ん

だ女性より高い。学歴が高いほど失業率が高くなるのは，おそらく供給側

に問題があり，また留保賃金が高まるためであろう（Chowdhury２０１３）。もっ

とも，公式統計は「目にみえる不完全雇用」の一部しか反映していないと

指摘する研究もある。とくに，学歴に見合わない職についている大卒者の

年 全体 １５‐１９ ２０‐２４ ２５‐２９ ３０‐３９ ４０＋

２０１０ １００．０ １４．８ ３８．７ ２１．２ １４．７ １０．６

２０１１ １００．０ １２．８ ４２．５ ２０．６ １５．６ ８．５

２０１２ １００．０ １４．２ ４０．６ １８．８ １５．６ １０．７

２０１３＊ １００．０ １２．９ ４２．０ １７．７ １３．９ １３．４

２００８＊） ２００９＊） ２０１０＊） ２０１１ ２０１２ ２０１３‐第１
四半期

２０１３‐第２
四半期

男
女
別

全 体 ５．４ ５．９ ４．９ ４．２ ４．０ ４．６ ４．４

男 性 ３．７ ４．３ ３．５ ２．７ ２．８ ３．３ ３．１

女 性 ８．４ ８．６ ７．７ ７．０ ６．２ ７．０ ６．９

＊＊

年
齢
層
別

２０‐２９ １３．７ １５．４ １３．８ １２．３ １１．３ １３．６ １２．６

２０‐２４ １８．１ ２１．４ １９．１ １７．７ １６．８ ２０．７ １９．９

２５‐２９ ９．５ １０．３ ９．２ ７．６ ６．６ ７．５ ６．４

男 性 － － － － － １３．０ １４．７

女 性 － － － － － ２９．８ ２７．８
＊＊＊

Ａ
レ
ベ
ル

全 体 １０．５ １１．２ １１．６ ９．０ ７．５ ９．２ １０．２

男 性 ６．０ ７．０ ７．８ ５．４ ４．５ ６．１ ６．８

女 性 １５．３ １５．５ １５．８ １３．１ １０．８ １２．５ １４．０

表５―６ 年齢層別失業者の割合（２０１０～２０１３年）
（単位：％）

（出所） Dept. of Census and Statistics, Ministry of Finance
and Planning, 2013.

（注） ＊２０１３年は第１四半期のみ。

表５―７ 全国失業率－男女別，年齢層別，学歴別（２０１０～２０１３年）
（単位：％）

（出所） Sri Lanka Labor Force Survey（２０１４）。
（注） ＊北部州を除く。

＊＊男女別は２０―２４歳までの数値。
＊＊＊GCE／A レベル以上を指す。
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不完全雇用の実態はとらえがたく，不完全雇用について入手可能な公式統

計が正確といえるのか疑わしい（Dissanayake２０１１）。

スリランカの年次労働力・人口・統計報告書は大卒を独立した学歴カテ

ゴリーとせず，GCE／Aレベル以上に含めている。すでに説明したように，

Ａレベル合格者と大卒者には数に大きな隔たりがある。大学助成委員会の

年次報告書は大卒被用者数に関する統計を載せていない。そのため大卒者

の失業に関する公式統計はないが，大学助成委員会が２００４年に実施した調

査によると（Ariyawansa２００８に引用），全大卒失業者に占める人文系大卒者

の割合は６３％であった。Dissanayake（２０１１）によると，２００８年の大卒失業

者は約２万５０００人（全失業者の約５．７％）であった。

もっとも，問題が深刻であったため，スリランカ政府は大卒者失業対策

として，１９７０年に大卒者を開発補助員として採用し始めた。その後，ほと

んどの政権が同様の「大量採用」戦略をとってきた。たとえば，２００６年に

は４万２０００人，２０１２年と２０１３年には約５万人の大卒者が採用され，その多く

は人文系の学外学位を得た者たちであった（Daily Mirror, June１１，２０１３）。

Gunathilaka and Vodopivec（２０１０）は，こうした採用は総選挙や大統領選挙

の直前または直後に行われることが多く，大卒者に次回の公務員採用まで

待とうと思わせる要因になっていると批判している。結局，４０年以上たっ

ても大卒失業者の問題は解決せず，深刻な社会経済問題になっているだけ

でなく，スリランカ政府にとって重い負担になっている。大卒失業問題が

解決できていないばかりか，これらの失業者対策によって与えられる開発

補助員の仕事の多くは，大卒者という学歴に見合わない内容であることが

多い。

第３節 高学歴失業に関する文献や見解

Karunathileke（２００６）によると，教育を受けた若年層の失業率が高いのは，

さまざまな要因が絡んでいる可能性があるという。アクセス可能な場所に

機会がない，情報不足のためにどのような機会があるのかわからない，現

第５章 人文社会科学系大卒者の失業問題
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在の教育制度では技能や能力が得られない，低賃金でも雇用が保障され退

職給付のあるホワイトカラー職をよしとする社会の風潮や意識が影響して

いるといった要因が絡んでいる。

教育を受けた若年層の失業は，スリランカの政策決定者にとって今も重

大な社会・政治問題である（Wickramasekera２０１０）。１９７０年代初めや１９８０年

代半ばにスリランカで若者の暴動が起きた原因のひとつは，若年層の失業

問題であった（Gajaweera２０１０）。北部と南部で起きた若者の暴動は，若年失

業者の欲求不満や失望の表出だと指摘する研究もある（Hettige１９９６；

Lakshman２００４； Yen-Nap２００６）。そうした矛盾が若年層をとくに脆弱にして

いることはますます明白である。若者たちは社会経済構造から疎外され，

十分な教育・訓練，雇用機会などの支援を受けられないことが多く，国の

計画や政策のなかで考慮されていない。Hettige（１９９６）によると，スリラン

カの若年層が直面している最も切実な問題は望ましい仕事がないことであ

り，この状況は数十年来続いている。にもかかわらず，開発政策や国の政

策はいまだに状況を改善できていない（Hettige and Salih２０１０）。

Tan and Chandrasiri（２００４）によれば，スリランカでは学校中退者のほぼ

すべてと大卒者の一部（おもに人文専攻）は，労働の世界に入る準備ができ

ないままに労働市場に参加している。教育が雇用適性につながっておらず，

それは主として，学校・大学中退者は就職や自営に際して技能不足である

ことによる（United Kingdom Trade and Investment２０１１）。他方には，労働者

の現在の技能と雇用主のニーズとのミスマッチや，求職者の希望と実際に

得られる雇用機会のミスマッチがある（Hettige and Markes２００２；Weligamage

and Siengthai２００３）。

Hettige and Markes（２００２）によれば，スリランカ経済は農業と漁業が中

心で，雇用機会の約４０％（８）はこれらの分野で提供されるが，若年層はこうし

た第１次産業の仕事を望んでいない。そのため労働市場では若年層の希望

と供給される仕事にミスマッチが生じることが重大な問題になっている。

さらに，同じ研究によると，若年層はホワイトカラー職を望む傾向にある

が，これは需要がそれほどあるわけではない。また，イギリス植民地時代

の経験に基づく教育制度の所産ともいえる，公共部門での雇用をめざす若
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者もいる。英語を使いこなす能力の不足も若年失業の大きな要因と考えら

れている。そのほか，親子の依存関係といった社会文化的要因もあり，独

立心や自信の欠如も若年失業に影響している。政治指導者が若年失業問題

の解決に向けた明確なビジョンをもっていないことや，汚職，縁故採用な

どの政治的要因もこの問題を悪化させている。

政治的要因といえば，本書の序章や第１章で指摘しているが，Athukorala

and Jayasuriya（２０１２）によれば，２００９年に政府軍が内戦を終結させて以降，

経済政策が自由化からより国家主義的なポピュリズム政策に変わってきて

いる。中小企業を促進して「バランスのとれた成長」を実現する必要があ

るとし，自由主義的な政策改革の推進にはあえて言及していない。国家の

役割が強調され，主要国営企業の民営化は撤回された。こうした変化によ

り，民間部門の雇用機会は１９７０年代ほどのペースで増えておらず，公共部

門も１９６０年代末までのように人文系大卒者をすべて吸収できる状況にない。

また Amarasinghe and Rathnayake（２００９）によれば，大学教育の質自体が次

の３つの理由により低下している。（１）大学制度の政治化，（２）大学の無秩

序，（３）技術と設備の不足である。これらもスリランカの大卒者の失業率が

高い一因と考えられる。

以上のように若者の高学歴失業について文献や見解が示されているもの

の，それらにはＡレベル合格者なども含むと考えられ，大卒者の問題に特

化しているとはいえない。大卒者全般の失業問題を扱った研究が１件ある。

それによると，大卒者失業問題の決定的要因がいくつかあるという。（１）公

共サービスの負担過重もあって，増加する大卒者を吸収できない，（２）民間

部門は大卒でなくとも IT スキルや職歴のある者を採用する，（３）労働需給

のミスマッチなどである（Dissanayake２０１１）。この研究もあくまで大卒者全

般の問題であり，人文系大卒者の失業や雇用適性の低さは重大な問題であ

るにもかかわらず，その理由を分析した科学的研究はまだなされていない。
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第４節 スリランカの労働市場

先行研究によれば，労働需給のミスマッチは大卒失業問題の大きな要因

であるようだ。さらに労働需要のミスマッチについて先行研究を掘り下げ

てみよう。「第３次教育および職業教育委員会」（TVEC）が作成した２０１２年

の労働市場情報（LMI）によれば，スリランカの労働市場における需要上位

１０位までの職業は，グラフィックデザイナー，セールスエグゼクティブ，

マーケティング担当者，コンピュータオペレーター，技術専門職，現場統

括責任者，事務補助職，アシスタントマネージャー，顧客サービス幹部，

電気技師である（http://www.tvec.gov.lk/lmi/labor_market_employment.htm）。

「上位職業の労働市場情報」（Top Jobs Labor Market Information）というスリ

ランカの民間企業は，TVECから関連情報を収集しており，販売マーケティ

ング，IT・ウェブデザイン，グラフィックデザイン，地理情報システム，

会計，自動車・電気工学，業務運営補助，受付，秘書，ホテル業界，料理

人，アパレル・衣料業界，人事・研修担当，顧客関係担当，土木業界等が，

最も需要のある職種であると確認している（http://www.Topjobs.lk）。だが，

これらふたつの労働市場予測のあいだにはちがいがみられることから，こ

うしたデータの収集分析にあたり，スリランカはより信頼のおけるシステ

ムを用いた方がよいだろう。

以上のような研究調査には，スリランカでは一般に，新聞の求人広告や

求人情報サイトのデータが用いられる。「スリランカ労働市場における不均

衡の理由：求人情報サイトのデータから」と題した Arunathilake and

Jayawardena（２０１０）によれば，求人情報サイトへの登録は任意であるため，

同サイトから得られる情報は，国内の求職者や潜在的な雇用主をすべて反

映しているわけではないかもしれない。とはいえ，LMIと求人情報サイト

によれば，ほとんどすべての職種で求人と求職者の関係に大きな不均衡が

みられる。求人過多の職種もあれば，求職者が多い職種もある。たとえば

事務職は求職者が最も過多な職種で，それに，上級公務員，管理職が続く。

求人の方が多いのは，技能工関連職，単純作業，プラントや機械のオペレー
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ターおよび組立工といった職種である（Karunathileke２００６）。

スリランカの労働市場の需給関係にこうした食いちがいがあることにつ

いては，複数の国家機関や国際機関が強調してきた。国家教育委員会（NEC

２００３）によれば，教育制度によって教育の質を高めたり教育をより適切なも

のにしたりすることができず，その結果，人びとを職業に向けて十分訓練

できてこなかったことがわかった。「高等教育および技術・職業教育に関す

る国家方針枠組」についての NECの報告書（NEC２００９）では，現代の経済

が求めるような技能を生み出さない非技術分野に大学が集中しすぎている

ことが，繰り返し強調されている。さらに同報告書によれば，スリランカ

の大卒者が産業部門に就職できないおもな理由は，彼らの能力と職務要件

とのあいだに食いちがいがあるからだという。スリランカ中央銀行の年次

報告書（Central Bank of Sri Lanka２００９）では，教育制度で求められる技能と

労働市場からの要請とのあいだの食いちがいを埋め合わせなければならな

いという点が，スリランカの主要課題とされている。スリランカに関する

人間開発報告書（UNDP２０１２）では，若年者の失業のおもな理由として，教

育制度における関連技能教育の不足，諸部門間における雇用期間や雇用条

件の格差，遅々として進まない雇用創出といった点が指摘されている。

Koralage and Hewapathirana（２０１２）によれば，労働市場は景気後退の影響

も受けており，その潜在的に広大な市場を生かすには至っていないという。

Arunathilake and Jayawardena（２０１０）では，そのおもな不均衡が，高学歴

でそれ相応の職を希望する求職者の供給と需要する側の求める労働者の教

育水準の食いちがいであることが示されている。同研究ではさらに，現在

の教育制度では「よい」職の確保に不可欠な一般技能を教育できないこと

が，不均衡の原因であるかもしれない点が明らかにされている。

Amarasuriya（２０１０）では，１９７０年代後半以降スリランカの民間部門が拡

大してきたにもかかわらず，教育のある若者，多くは公立学校・大学を卒

業した若者でさえ，大量に失業してきたことが示されている。そのおもな

理由は，彼らが雇用主の好む性質――より国際的で都会的な生活様式を身

につけ自信がある，またはそのどちらか一方がある，そして英語を使いこ

なす能力もあるといった性質――を有していないがために，求人のある職
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につくには無能で不適合だとみなされているからである（Jayaweera and

Shanmugam２００２）。

Wickramasekera（２０１０）も同じ点を強調し，スリランカの民間部門は人文

系や社会科学系の大卒者を，実用的かつ雇用価値のある技能に欠けるとみ

なして採用をしぶってきたと述べている。ただし偏見の源はおもにこれら

大卒者が英語に堪能でなかったことにあったかもしれない。英語の熟達は，

単に語学力とみなされるだけでなく，民間部門が奨励する社会的技能にも

結び付いている。だが，公立学校や人文系大学卒業生の大半は，こうした

能力を獲得するには至らない。独立以来公共部門が，公立学校や人文系大

学卒業者の伝統的な雇用先だったとしても，労働市場の求める職業技能と

社会的資質双方の十分な獲得は，さまざまな社会経済的政治的要因によっ

て妨げられてきたように思われる。Aggestam and Hallberg（２００４）は，「よ

い」職を求めて行列して待つような行動もスリランカの失業問題を生み出

す要因になっていると指摘する。公共部門が政治化し汚職があることなど

も，同部門での雇用動態や雇用機会をせばめてきた（Amarasuriya２０１０）。

国内の公共部門や民間部門が大卒者を吸収できないことが指摘されてき

た。しかし国外に目を向けると，海外雇用促進・福利省の統計（Ministry

of Foreign Employment Promotion and Welfare２０１３），およびスリランカ海外雇

用局の統計（SLBFE２０１１）によれば，海外には専門職や中級職，事務関連職

の機会が多数ある（表５―８）。そしてこれらは大卒者の望む職種でもある。失

業中の大卒者はこうした機会を利用しようと思えばできるはずだが，そう

するには至っていない。そのおもな理由は情報不足だったり，能力や英語

技能の不足だったりする。この問題については Ambawatta（２０１１，３）が以

下のように強調している。

スリランカでは，専門職や中級職や事務職種の求職者に対し，求人

が不足しているが，他方でそうした職種の海外における大量の求人に

対しては，スリランカは応えられていない。需要と供給のあいだに大

きなギャップがあるにもかかわらず，とくに教育を受けた若年者のあ

いだで失業率が高い。
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スリランカでは，雇用主が大卒者に期待する技能に関しての科学的研究

がなかなかみられない。だが，教育，期待する仕事能力，雇用機会のあい

だの関係について，公共部門と民間部門の雇用主９３人を対象に実施した調

査研究で，公共部門雇用主の６６．７％，民間部門雇用主の８９．６％が，人を採用

する際には英語運用能力を重視しているとある（Gunawardena１９９７）。雇用

主はさらに，コミュニケーション能力や性格，礼儀，外見，共同作業の能

力，協力等の資質も求めるという。Ariyawansa（２００８）によれば，英語の熟

達と ITスキルは，大卒者の雇用適性に影響する決定的な要因となってきた。

Hettige（２０００）は，率直で寛容な態度，学習意欲，前向きな思考，チームワー

ク能力，一般知識といったことも，雇用主が大卒者に期待する資質である

と強調した。

職種 求人総数 出国者総数 出国者（％） 未活用求人（％）

専門職

２０１０ ５，３８３ ４３８ ８．２０ ９１．７０

２０１１ ５，９８８ ８８５ １４．８０ ８５．２０

中級職

２０１０ ８，１８３ ８３２ １０．２０ ８９．８０

２０１１ １１，２６６ ２，４８５ ２２．１０ ７７．９０

事務関連職

２０１０ １５，９４９ ２，２３９ １４．００ ８６．００

２０１１ １７，１６２ ３，７９８ ２２．１０ ７７．９０

表５―８ 海外における関連求人数と海外就職出国者数（２０１０～２０１１年）

（出所） スリランカ海外雇用局統計資料（SLBFE２０１１）。
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第５節 アンケート，フォーカス・グループ討議，および
インタビュー調査の結果からみる大卒失業者

ここまでスリランカにおいて高学歴失業が問題である点，それに関する

先行文献，とくに労働需給のミスマッチに関する研究についてサーベイし

た。これらの研究では，市場からみた需給のミスマッチを分析していた。

しかし，需給のミスマッチ分析は，労働者側（大学生や学卒者）や大学側か

らの視点もあってしかるべきである。本節では，大卒者のなかでも事態が

最も深刻な人文系についてカリキュラムの質，具体的にはカリキュラムが

将来期待される仕事や学生の就職活動に適したものであるのか，人文系の

大卒者が就職できない理由が何であるか，について行ったアンケート調査，

フォーカス・グループ討議，およびその結果を提示する。

１．アンケート調査

アンケート調査は信頼性，有用性の高い手法であり，ペラデニヤ大学人

文系卒業生を対象に実施した（回答数４７，男性１９，女性２８）。回答者の専攻別内

訳は政治学１１人，社会学６人，経済学５人，哲学・心理学４人，シンハラ

語４人，歴史学４人，地理学３人，普通学位５人，タミル語２人，考古学

１人，西洋古典学１人，アラビア語１人であった。調査票は２００５年から２０１２

年の卒業生１１５人に郵送したが，回答者は４７人にとどまった。なお１９通は住

所不詳で戻ってきた。おそらくは卒業後に結婚，就職，転居などにより住

所が変わったためであろう。

本研究では対象をシンハラ語かタミル語で履修したペラデニヤ大学卒業

生に限定する。ペラデニヤ大学の人文学部の民族構成は他大学と比べてバ

ランスがとれていることから（UGC２０１３），サンプルとして適切である。
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２．フォーカス・グループ討議

ペラデニヤ大学の人文系学部生を各学年から男女８人ずつ無作為抽出し，

全体で６４人のフォーカス・グループをつくって討議した。主要３科目と基

礎必修科目を履修する１年生が１６人，２～４年生が４８人で，後者の専攻別

内訳は経済学５人，政治学５人，社会学５人，地理学４人，歴史学３人，

法学３人，美術２人，西洋古典学２人，アラビア語２人，タミル語２人，

シンハラ語２人，哲学２人，心理学２人，仏教学２人，考古学２人，英語

１人，普通学位コース（９）４人であった。

３．インタビュー調査（６４人）

大学教員１２人，公共部門の雇用主（意思決定者）１４人，民間部門の雇用主

１６人，国の政治指導者８人，州の政治指導者６人，国レベルの市民社会リー

ダー８人の計６４人を無作為抽出してインタビュー調査を実施した。

ペラデニヤ大学卒業生の一部を対象に行われたアンケートの回答や，無

作為に抽出した学部生によるフォーカス・グループ・ディスカッションの

反応，また慎重に選んだ大学教員や，公共および民間部門の雇用主／意思

決定者，政治的指導者や市民社会の指導者へのインタビューでは，人文系

の大卒者の就職率が低い要因について応答者らは，いくらか似通った要因

を挙げた。ペラデニヤ大学の卒業生に実施したアンケートから収集した情

報は，数やパーセンテージで示し得るが，その他の反応については，フォー

カス・グループ討議やインタビューで応答した人びとの大半が強調したこ

とを基に示している。

アンケート調査において，以下のような点について問題であると同意し

た人文系卒業生のパーセンテージを示した。

とくに英語と IT能力の不足に関しては大卒者・学生は痛切に感じている。

そして，大学教育の過程で英語・IT 能力を習得できない理由について，旧

態依然とした大学教育システムの問題や学内の政治問題，経済的な問題を
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挙げている。また，大学の教育課程が理論面に偏りすぎていていること・

実践的でないことと同時に，大卒者はソフトスキル，たとえばコミュニケー

ション，プレゼンテーション，金銭・時間管理能力，創造的思考といった

一般的な社会的技能を大学在学中に身につけていない，という指摘があっ

た。

これらの問題点は，非常に重要ではあるが，先行文献で指摘されていた

ものと重複するところが多い。アンケート，インタビュー調査，フォーカ

ス・グループ討議では，これまでにあまり指摘されていない点，とくに大

卒者・学部学生の目線から問題とされる点が指摘されている。具体的には

（３），（４），（５），（９）である。以下ではこれらについて詳述する。記述につ

いては，大卒者および大学生，そして大学関係者，雇用主らの目線から描

かれる人文系大卒者問題であるため，若干主観的な意見も含まれる。しか

し，スリランカの大卒者失業問題を理解するうえで知っておくべき情報で

問 題 大卒者の同意割合

（１）職業技能の不足，おもに英語とコンピュータサイエンスの運
用能力の不足

９１

（２）大学教育課程：理論面が強く実用面が弱い，労働市場の要請
とは相容れず，教授方法も時代遅れ

９０

（３）学外学位プログラム卒業者－人文系学生への否定的な評価の
定着

７６

（４）人文系学部大卒者の民間部門の職に対する否定的態度 ７４

（５）求人に関する情報を得るための仕組みの欠如 ７４

（就職に関する情報は友人や官報から得た） ９８

（大学のカウンセリングセンター主催のセミナーで情報を得た） ４

（大学の就職支援課から何ら手助けを受けていない） ９３

（６）人文系学部大卒者を吸収できない経済状態，あるいは彼らへ
の需要の低下

７２

（卒業後すぐに就職できた） １３

（７）大学生コミュニティの過剰な政治化 ７１

（８）公共部門の人員採用プロセスの政治化 ６８

（９）主に民間部門にみられるジェンダー差別 ６０

表５―９ 人文系大卒者による問題認識
（単位：％）

（出所） 大卒者アンケート調査より作成。
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ありながら，先行研究でとりあげられてこなかった生の声でもあるため，

あえて紹介する。

４．学外学位プログラム卒業者――人文系学生への否定的な評価の

定着――

学外学位プログラムについては，すでに先行研究において問題があると

指摘されてきた。たとえば元高等教育大臣は，次のように述べて学外学位

プログラムを批判している。「学外学位プログラムは，有能でもなく雇用も

されない大卒者を大量に生み出す工場になってしまった。今日，失業中の

大卒者を政治的動員の一手段とする政党の手駒となったこのような大卒者

は…（中略）…彼らは，多くの役人が述べているように，能力も才能もないた

め職につくことができない。言い換えると，学外学位大卒者らは未熟かつ

無能で，なんら知的能力を示さない人びとである。高等教育システムはこ

のような不安を内部に抱えている」（Warnapala２００８，１）。元大臣はさらに，

「学外学位プログラムは，おもにその質的水準の低さが原因となり，不安

定な学位保有者の集団が雇用を求めるという社会状況を形成してきた」と

述べている（Warnapala２００８，４）。

すでに１９５０年代後半の時点において，学外学位プログラムの質的水準を

検討するために１９５６年のバンダーラナイケ政府によって任命されたニーダ

ム委員会（１９５８任命）が次のようにコメントしている。「若者の一部が，こ

のような内容を自らの高等教育とするに任せておくことは不健全でもある

し，社会的な影響もある――実り多い道筋へと導くことで開花させられた

かもしれない人材が浪費されている。さらには社会的な不安感にもつなが

る可能性がある」（Warnapala２００８，２における引用）。

大学助成委員会は２００９年，各大学に対し，学外学位プログラムへの出願

者募集を停止するよう求める回状を送付したが，さまざまな利害関係者か

らの圧力により，決定は変更された。大学助成委員会は２０１４年，「学外学位

プログラムの水準維持に関する指針」を定めたが，現時点ではまだ何も実

施されていない。このように学外学位プログラムは，近年カリキュラム変
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更が提案されたものの，依然として継続されている。元大臣や大学助成委

員会は，学外学位プログラムの質の低さがもたらす社会的な不安感に注目

している。

一方で，回答者（おもに大卒者，大学生，教員）にとって重要な点は，非常

にレベルの低い膨大な数の学外卒業者は，人文系の学部の大卒者に対する

否定的な態度が形成される大きな要因となり，大卒者の失業問題を拡大し

てきた点である。大卒回答者の７６％がこの点を支持し，フォーカス・グルー

プ討議で大学生らは，「政府は学内卒業者と学外卒業者の質を区別する明確

な政策を有していない」と述べている。彼らによると，学内卒業者の場合

には，国立大学に入学するためには優秀な成績を収めなければならず，ま

た入学後も学士号を得るために熱心に勉強する必要があった。ところが学

外卒業者は，GCE／A レベル試験での「S」評価（可）３～４つほどで合格

し，週末のみ学外の授業に参加するか，あるいは上級生の残した過去のノー

トで詰め込み勉強をして，「一般教養資格試験」（General Arts Qualifying

Examination）と「人文科学一般教養学位試験」（General Degree Examination

in Arts）のたったふたつの試験を受けるだけである。彼らは一般教養学位課

程を履修し，最初の２年間でこれらふたつの試験を受ける。その結果，彼

らは大学生活を直接経験せず，あるいは大学生としての人づき合いがなく，

ただ「学内卒業者」のふりをするばかりである。また学外卒業者の学位証

明書は，カッコ書きで「学外学位」と記されている点以外は学内卒業者の

ものと同じである。大卒回答者は，自由回答で「学外卒業者の多くが積極

性を欠き，ほかの人びとと一緒に行動することを好まないと考えている。

学外卒業者が仕事につくと，雇用主がその欠点に気づき，学外卒業者の欠

点を人文系学部大卒者に『共通する欠点』として一般化することになる」

と述べた。大学生でこの考えを支持した者もおり，彼らは学内学生と学外

学生に同等の学位を与える政府の方針を非難した。彼らは，求職の段階に

なると両者が同等に扱われることになるため，学内の人文系学部大卒者に

とっては非常に不公平だ，と感じているようだ。

この問題に関する質問が提起された時，大学教員のなかにも，学外学位

取得課程に否定的な態度を示す者もいた。彼らによると，すべての主要大
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学が学外学位取得課程を各自設置しているものの，しかるべきカリキュラ

ム改訂や制度の修正は何年も先送りにされている。学外生は学外の週末授

業に依存しており，専門技能や社会的スキルを磨く機会を有していない。

週末に行われるこの種の授業には何百人もの学生が詰めかけ，ただノート

をとり，試験に備えて詰め込み勉強を行う。週末授業の講師で大学から来

ている者はごくわずかで，講師の多くは話術の才能がある失業中の人文系

学部大卒者である。大学助成委員会は，このような週末授業やその講師を

監督する体系的な仕組みを有していない。このような状況下において，多

くの大学教員もまた，学内卒業者と学外卒業者を同等に扱うことが不公平

であると考えている。

５．人文系学部大卒者の公共部門選好，民間部門間によこたわる相

互に否定的な態度

著名なエコノミストである Nimal Sanderatneは次の点を強調している。

すなわち，教育を受けて仕事を探す人びとの期待と，実際の求人のあいだ

に食いちがいが生じており，そのため求職者は「自分にはふさわしくない」

と考える職につくことを拒んでいる。このような求職者は，彼らが満足す

る職を得るまでは失業状態にとどまり続けることさえある（Sunday

Times，２０１１年５月１日）。大卒者アンケートによれば就職までの平均待機年

数は６年だった（１０）。また，ペラデニヤ大学経営学部のMilton Rajaratneは，

スリランカでは大卒者のほぼ全員が政府関係の職を探そうとする，と述べ

ている（The Island，２０１３年９月２４日）ように，大卒者および大学生が「自分

にふさわしい」と考える具体的な職とは，公共部門における職である。

これを裏づけるように本調査による大卒回答者のうち，７４％が公共部門

の職が得られることを期待しており，回答者全体のうち３１％は，公共部門

における就職の機会を得た後に民間部門での仕事を辞めている。回答者の

大多数は，依然として公共部門の仕事の方が（給料は低いが）魅力的である

と述べており，そのおもな理由として雇用の安定性，年金制度，仕事量の

少なさと週休２日制，低金利での住宅・自動車ローン等の便宜，自動車の
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輸入許可（管理職レベルの公務員のみ），社会的認知度などを挙げている。数

人の回答者は，比較的高給でより多くの便宜が得られたにもかかわらず，

民間部門での仕事を３～４年も続けた後に退職し，雇用の安定性がおもな

理由で最近の大卒者雇用プログラム（開発補助員）に参加したと打ち明けた。

公共部門では，所得は以前の３分の１程度となり，机や椅子といった基本

的な備品も支給されないにもかかわらず，回答者らは「公務員」という肩

書きに満足しているようにみえる。

大半の大学生も公共部門での雇用を希望している。大卒者と学部生のい

ずれもが，民間部門は従業員を搾取し，人文系学部大卒者を過小評価し，

昇進を決める際に個人的なコネを重視し，土曜日も含めて長時間労働する

よう強制していると考えている。回答者のなかには，大卒者のみならず，

彼らの両親とスリランカ社会もまた，依然として民間部門よりも公共部門

での雇用を高く評価していると指摘する者もいた。

ある市民団体リーダーから寄せられた回答も，この要因が確かにあるこ

との裏づけとなっている。彼は，スリランカの求職者のあいだでは依然と

して公共部門の方が人気が高いと述べている。民間では，業種によっては

職場設備や給料が魅力的なこともあるが，人文系学部大卒者や大学生らに

とっては時間的な融通性，仕事量の少なさ，年金制度といった理由から公

共部門の方により魅力を感じている。

インタビューに答えた民間部門のマネージャーの多くは，人文系学部大

卒者が過剰な期待を抱いていると述べた。彼らは自分たちの学歴が上級・

中級管理職レベルへの道を開くものと期待しており，下級職からキャリア

を開始することを望んでいない。なかでも民間部門の雇用主は，大卒者を

雇用しても彼らが会社に利益をもたらすようになるまでには職場内でかな

りの研修が必要となるため，彼らを雇用する利益は少ないと考えている。

人文系学部大卒者は，自らの実践経験が限られていることをふまえて，自

分たちが何を提供できるのか，最初の職にどれだけを期待し得るのかにつ

いて，より現実的な見方をする必要がある。

Milton Rajaratneは，民間企業が大卒者を雇用できないと考えていること

から，政府は彼らに政府関連の職を提供する責任を負っている（The
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Island，２０１４年１０月１日）と主張する。別の数人の講師はまた次の点を指摘し

ている。すなわちスリランカの民間部門は，徐々に拡大しているものの，

求職者側と求人側の互いに対する否定的態度がおもな原因となって，人文

系学部大卒者を吸収できずにいる。あるふたりの教授は，「民間部門の雇用

主は一般に人文系学部大卒者について，（学内の政党活動の影響を受けて）暴

力的かつ攻撃的であり，大学で甘やかされ，専門能力と英語能力を欠き，

学ぶ準備ができておらず，雇用することはできないと考えている」と述べ

た。しかしながら，別の何人かの講師はこれをつくり話とし，どのような

業種でもさまざまな特徴や技能を有する人びとがいるもので，それゆえ民

間部門もまたものの見方を改め，自らの職場に適した人文系学部大卒者を

探し出すべきである，と主張した。ある高級官僚は次の点を強調している。

すなわち１９７０年代までのスリランカでは，人文系学部大卒者の主たる雇用

主は公共部門だったが，自由化（１９７７年以降）と構造調整政策（１９８０年代後半

以降）により，大卒者に対する需要は低下してきた。さらに，多くの省庁に

おいて予算が削減され，また明確な計画が欠けていたことから，雇用の需

要も悪化してきた。したがって，人文系学部大卒者はこの状況を理解し，

現在の労働市場における需要を確かめ，学位を得ることとは別になんらか

の技能を身につけるべきである。５人の若い講師もまたこの見解を支持し，

次の点を指摘した。すなわち，今日では多くの大学生が，求人市場で競争

するには学位を得るだけでは不十分なことを理解しており，コンピュータ

や IT，英語，会計，人的資源管理などさまざまな科目を受講している。し

かしながら残念なことに，そのような学生の多くは課程終了時にできるだ

け多くの修了証書を獲得することのみに関心を向け，これらの分野の能力

を身につけることには興味をもっていない。

６．求人に関する情報を得るための仕組みの欠如

大卒回答者の約９８％は，求人情報を友人あるいは政府の官報や新聞から

得ており，９３％は大学の就職支援課からはなんら手助けを受けなかったと

述べている。人文系学部大卒者の大半は地方の出身で，現地語の新聞しか
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読まないため，入手できる情報も限られている。一般に，著名な民間企業

の求人情報は英字新聞に掲載される。このギャップを埋めることを期待さ

れているはずの大学の就職支援課の役割について尋ねると，何人かの講師

は，「おもな業務は心理カウンセリングを行うことであり，履歴書の書き方

や面接対策などに関するワークショップを企画することはまれで，支援課

の掲示板にそのような掲示を行う以外には，仕事をみつけるための支援は

あまり実施していない」と述べた。講師らは，もし支援課が最終年次の学

年と官民双方の企業や雇用主を結び付けたり，インターンシップ制度を導

入したり，その企業の人事担当者を大学に招いて学生を紹介したりすれば，

職をみつけるうえで非常に有益だろうと考えている。しかしながら，支援

課で働いているあるカウンセラーによると，大半の学生は経済的に困難な

状況にないかぎりは，そのような情報を得たり，関連するワークショップ

に参加したりすることに興味を示さない。

ある学部の上級職員は，実績ある民間企業の役員を招待して求職者側と

求人者側の関係を築くためのイベントを企画したが，「保守的な」講師らか

ら激しい非難を浴びたと語った。この職員の見解によると，大学教員も学

生の求職活動を支援すべきであるが，実際にそうしている教員は非常に少

ない。ある教授は，多くの学生に対して，おもに NGOのよい就職口を推薦

したり，関連するワークショップや専門科目を紹介するなどの支援を行っ

ており，これに積極的に応える学生はよい仕事をみつけている，と指摘し

ている。大卒者と学部生いずれの回答者も，教員と学生は密接な関係を築

くべきであり，学生はそうして初めてここで述べたような支援を得ること

ができると考えている。しかしながら学生のなかには，「下級生いじめ」

（ragging）（１１）の時期に，教員と密接な関係を築かないよう上級生から圧力を

受けたと考える者もいる。

ある民間企業の役員によると，民間部門には大企業だけでなく中小企業

にも人文系学部大卒者に適した就職先がたくさん存在する。しかしながら，

求人側と求職者のあいだに緊密な関係が存在しないことから，互いに十分

な情報を得ることができていない。もし双方を結び付ける仕組みがあれば，

両者の利益となるのみならず，互いへの誤解も解消されるだろう。
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７．おもに民間部門にみられるジェンダー差別

調査対象となった女性大卒者のうち，４０％以上が家事に従事していた。

社会規範，伝統的な役割の遵守，家事を切り盛りする責任，家族の世話を

する責任などにより，求職活動から遠く隔てられた生活を送っている。女

性大卒者の６８％が，「長年にわたって就職できない状態が続いた結果，最終

的に家庭に入ることを強いられた」と述べている。ひとたび子どもをもう

けて，母親としての役割と家庭内の役割に縛りつけられると，雇用への興

味が失われた。大卒者や学部生の回答者のなかには，おもに民間部門で女

性の扱いが不平等なことも，大卒者の失業問題を拡大する原因となってい

ることを指摘する者もいた。彼らは，「民間部門の雇用主のなかには，女性

は仕事の能力が低く，結婚後は職場での仕事に集中せず，能率的でもなく

なると考える者もいる」と述べた。また彼らは，民間銀行のなかには，状

況が非常に困難で，若い女性行員は次回の昇進機会まで子どもをもうけな

いよう間接的に圧力をかけられるような銀行もある，と考えている。女性

大卒者のなかには，「家族の負担から，夜遅くまでや土曜日に働くといった

向上心を発揮したり，民間企業の雇用主の実地調査などに参加することは

極度に困難である」と述べる者もいた。３人の女性大卒者は，「大学の職員

採用においてさえ若い女性への差別が存在し，在学中に最良の成績を収め

たにもかかわらず，臨時の助講師を務める機会を与えられなかった」と述

べた。

この問題に関しては，多くの大学教授と雇用主のあいだで見解が異なっ

ている。ある人びとは，民間部門と公共部門では労働環境や労働文化が異

なっており，若い大卒者は男性であれ女性であれ，それに適応するよう努

力すべきであると指摘した。また別の人びとは，「公共部門と民間部門いず

れの人員採用においても，依然としてステレオタイプなジェンダー観が女

性に悪い影響を及ぼしており，大学においてさえそのような事例が非常に

まれだというわけではない」と述べた。

はじめにですでに述べたように人文系学生の８割が女性である。ジェン
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ダー差別の解消は，人文系大卒者失業問題の解決の鍵となり得る。

おわりに――ミスマッチ解消のために――

本調査は，スリランカにおける人文系学部大卒者の失業問題に影響を及

ぼしているおもな要因を浮き彫りにすることを目的とした。この問題は近

年ますます複雑化している。人文系学部の大卒者の雇用適性が低いことの

背後にある理由は多面的なものであり，個人，心構え，家庭，民間，公共，

コミュニティ，国家など多様な側面に関連している。

この問題の背後にある供給側の理由としては，以下の項目が挙げられる。

・コンピュータや英語の能力の欠如

・求人のある仕事に関連するソフトスキルなどの技能の欠如

・時代後れのカリキュラムや教授法がおもな原因となり生じている，い

くつかの人文系の学術課程と求人のミスマッチ

・実践的・専門的技能を向上させるインターンシップ等の機会の欠如

・学内学生のみならず学外学生を含め，人文系の課程への多数あるいは

過剰な入学者数

・求人の出ている「質の低い」あるいは民間部門の仕事に対する大卒者

の否定的な態度

・学生および管理当局の活動にみられる過剰な政治化

・求人情報や系統的な就職支援，情報を得る仕組みの欠如

・大学におけるジェンダー差別

一方，需要側については以下の項目が挙げられる。

・不均衡な経済発展に起因する，特定の学術課程と労働の需要を適合さ

せる能力

・人文系学部の大卒者に適した職を生み出す能力の欠如
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・公共部門における人員採用プロセスの過剰な政治化

・新人に対する職場訓練の欠如，あるいは職場訓練の重要性についての

雇用主側の理解の欠如

・人文系学部の大卒者に対する否定的評価

・とくに民間部門で顕著にみられるジェンダー差別

これらのミスマッチを解消し，大卒者の雇用適性を高める解決策は，あ

らゆるカテゴリーの回答者から提案された。しかし，スリランカの人文系

学部大卒者の就職率を上昇させるための最初の条件は，失業中の大卒者の

数，失業状態にある年数，そして大卒者の種類を理解することである。す

でに述べたように，スリランカの学歴別失業統計は，Aレベル合格者と大卒

者を区別していない。大卒者の失業者数，失業状態については各大学，各

課程・学部で異なるだろうし，学内学生と学外学生でも異なる。したがっ

て，このように分類される各グループの背後にある真の理由を明らかにす

るためには，数年にわたって，もしくは毎年体系的にデータを収集する必

要がある。これは各大学，大学助成委員会，高等教育省が実施の責任を負

う。

大学への入学者は，人文系学部が直接就職には結び付かないことを了解

しているものの，依然としてその大部分が人文系学部を選択している。こ

れは，大学の学位課程の種類が限られていることがおもな理由であり，ま

た一部の入学者にとってはすでに A レベルの段階においてほかの選択肢が

存在しない。したがってスリランカ政府は，この分野の専門家や，公共部

門と民間部門双方の利害関係者の協力を得ながら，国家と労働市場のニー

ズについて収集した資料に基づいて，科学的な分析を実施すべきであり，

国家がどのような高等教育を必要としているのかを明らかにすべきである。

そうすることで初めて政府は，大学教育の主たる目的から大きく逸脱する

ことなしに時代遅れの学位課程を修正し，変わりゆく国家のニーズに対応

するための施策を講じることができるだろう。同様に大学教員は，既存の

カリキュラム，教授法，これらについての利害関係者の見解，国家の開発

と労働市場のニーズについて，真摯に検討する責任を負うべきである。大
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学にさまざまな就職志向の研究過程を導入しても，適切な計画が伴わなけ

れば大卒者の失業問題に対する長期的な解決策にはならない。このような

課程は，大学の学術課程をスリランカの全国・地域レベルにおける開発計

画に対応させて修正し，多様化した場合にのみ有益となる。したがって，

強力な研究結果と助言なしには，スリランカはこの問題に対する永続的な

解決策を見い出せないだろう。

〔注〕

�１ 本文中では人文社会学系を人文系とする。
�２ 一般教育資格（GCE）は，イギリスとイギリスの旧植民地国の一部（スリランカ
など）で試験機関が付与する教育資格。GCEにはOレベルと Aレベルがある。生徒
は１０年生と１１年生で必須５科目（言語，数学，理科，宗教，歴史）を含む８科目を
履修し，１１年生の終わりに Oレベル試験を受ける。Oレベル試験は Aレベルコース
に進むための資格試験とみなされ，言語と数学を含む最低６科目で合格点をとらな
ければ，１２年生で A レベルコースに進めない。Aレベルコースでは，生徒はOレベ
ル試験の成績に基づいて４つの専攻分野（物理学，生物学，人文，商業・技術）の
いずれかに振り分けられる。GCE／A レベル試験はイギリスの Aレベル試験に似て
おり，１３年生の終わりに５科目（主要３科目と英語，一般適性）の試験を受ける。
A レベル試験の成績（主要３科目の点数。英語と適性試験の結果は考慮されないが，
いずれも４０点以上でないと不合格）が大学入学の判定に用いられる。受験者は大学
入学のために A レベル試験の結果を３回使える。Oレベル試験と Aレベル試験は試
験局が毎年，シンハラ語，タミル語，英語の３言語で実施する（Oレベル１２月，A
レベル８月）。A レベル試験終了後，結果発表までに通常６～７カ月かかり，大学入
学までに２年ほどかかることもある。

�３ スリランカには国立大学の入学者選抜に割当て制があり，４０％は実力本位で，５５％
は学区割り当て，５％は人口に比して機会に恵まれない学区に割り当てられる。１９９９
年までは，生徒は GCE／A レベル試験で４科目の試験を受けなければならなかった
が，２０００年以後は主要３科目と英語，一般適性試験になった。そのため，２０００年と
２００１年は A レベル試験で４科目受験した者と３科目受験した者が大学の類似のコー
スを志望することになり，選考過程で矛盾が生じた。この問題を解消して選考過程
を標準化する方法として，素点に対する Z得点が採用された。旧カリキュラムは２
年後に廃止されたが，Z得点法は，全科目の難易度は同じという想定から生じる点数
差の調整に有効な方法と考えられ，その後も使われている。たとえば，医学部を志
望する場合，受験科目を化学・生物・物理とするか，化学・生物・農業とするかを
選択できた。ところが，決まって物理より農業の方が得点が高く，そのため農業を
選択した者の方が平均点が高くなり，大学入学に有利となる。標準Ｚ得点法はこの
問題を解消できるとされた。各科目の合格点は学区によって異なり（スリランカに
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は２４学区ある），都市部に比べて農村部の学区の方が低い。大学助成委員会は Z得点
を用いてこうした得点差の標準化を図りたいと考えている。詳しくは，（http://www.
aabri.com/manuscripts/10741.pdf）を参照。

�４ スリランカにおける GCE／Oレベル試験と GCE／Aレベル試験の評価尺度は次の
とおり。A（秀：１００．００～７５．００点），B（優：７４．９９～６５．００点），C（良：６４．９９～５５．００
点），S（可：５４．９９～４０．００点），W（不可：３９．９９～０．００点）。

�５ 人文は経済学，美術，仏教研究，ヒンドゥー文化，アラビア文化，言語，歴史，
考古学，地理学，哲学，政治学，心理学，社会学，シンハラ語，タミル語，英語，
フランス語，西洋古典学などを含む。法科は人文学部に含まれる場合（ペラデニヤ
大学，ジャフナ大学）と法科単体で学部を形成する場合（コロンボ大学）がある。
このような区分は時代遅れであり大学運営上も支障をきたしている。本章において
大卒者の失業問題を検討するにあたって，本来ならば学科ごとに検討することが望
ましかったが，学科ごとの統計がないこと，およびスリランカにおいて学生，雇用
者のなかで「人文卒」というカテゴリーが認識されていることから「人文」という
広いカテゴリーをそのまま用いた。

�６ １９２１年のユニバーシティ・カレッジ設立以降，同校の学生はロンドン大学通信教
育課程の学生とされた。１９４２年に自立した大学としてセイロン大学が設立され，通
信課程は廃止と思われたが，セイロン政府は，高等教育を受けたいが競争が激しく
てセイロン大学に入れない学生のために，ロンドン大学通信課程の存続を決めた。
１９６１年にセイロン大学令第２０号が改正され，通信課程の学生に学位を授与すること
が可能となった。１９７２年セイロン大学法第１条に基づき，別に試験実施機関が設置
された。その後，１９７８年大学法に基づいて外部サービス機関が設置され，すべての
プロセスを大学助成委員会が担うことになった（Warnapala２００８）。

�７ 学外学位プログラムの学生のなかにはフルタイムで働いている者（学士号を取得
してより良い仕事やより高い地位を得たいと考えている）や，パートタイム労働者
もいるが，大半は GCE／A レベル試験に合格したが国立大学に入れるほどの成績で
はなく，就職もしていない者である。

�８ 編者注：２０１４年には３０％ほどに減少している。
�９ スリランカの大学の人文系学部には優等学位コース（４年）と普通学位コース
（３年）がある。優等学位コースの学生は専攻科目または特別科目（１年次に履修
した主要３科目から選択）をひとつ定めて，４０科目と英語６科目（単位なし）を履
修する。全学生が１年次に主要３科目（経済学，社会学，政治学，地理学，歴史学
など）と英語，基礎科目を履修しなければならない。そして，１年次の成績を基に
優等学位コースの学生が選抜される。普通学位コースでは４０科目と英語４科目を履
修する。卒業単位は優等学位コース１２０単位，普通学位コース９０単位。

�１０ 就職時の年齢は３０歳前後となる。
�１１ スリランカの大学では，上級生が１年生を「社会化する」，あるいは新たにコミュ
ニティに組み込む目的でいじめを行う。しかしながら，このいじめは近年その暴力
性が増しており，苛烈で残酷な行為によって複数の学生が命を落としている。スリ
ランカ政府は１９８８年，大学におけるこのような迷惑行為を禁止する法律を成立させ
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ているが，その実施については十分な成果が上がっていない。
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